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１．五所川原市⽴地適正化計画とは 
1-1 計画の⽬的 
（１）背景 

近年、全国的に人口の減少や高齢化が深刻化していますが五所川原市でも例外ではなく、

平成 27（2015）年時点で約 55,200 人の総人口（国勢調査）が概ね 20 年後の平成

52（2040）年までに約 19,400 人減少し、また、市民の半数近くが 65 歳以上の高齢

者になると予測されています。 

五所川原市の人口は昭和 35（1960）年頃をピークにその後は横ばい傾向を示してい

ましたが、昭和 55（1980）年以降は一貫して減少傾向を示しています。一方で、市街

地は人口が減少するなかでも拡大してきており、このまま人口減少が進んだ場合には市街

地の人口密度が大きく低下していく可能性があります。 

スーパーマーケットや病院などに代表される市民の生活を支える様々なサービスの多

くは、施設周辺にある程度人口が集積していることにより成り立っています。このため、

市街地の密度が低下していくと、このようなサービスを維持していくことが困難になるこ

とが懸念されます。 

さらには、人口密度の低下にともない、道路や上下水道などのいわゆる都市基盤（イン

フラ）を適切に維持していくことが難しくなる、鉄道や路線バスなどの公共交通の利用者

が減少して移動手段を確保することができなくなるなど、様々な弊害が生じてくる可能性

もあります。 

また、高齢化の進展などを背景に、自家用車を利用できない･利用しづらい市民が増加

していく可能性が高まるなか、自家用車を利用しないとアクセス※1 しづらい郊外部や市街

地外縁部に大規模商業施設などの様々な施設の立地が続いた場合、自家用車を利用できな

い･利用しづらい市民の生活がより一層不便になっていくことも考えられます。 

五所川原市では、これまでも各種都市機能※2 が集積した拠点の維持･形成や、コンパク

トで利便性の高い市街地の形成に向けた取り組みを進めてきましたが、将来の人口減少及

び高齢化を見据えた市民にとって住みやすい･住み続けられるまちをつくっていくため、

これまで以上に積極的な取り組みを進めていく必要があります。 

 

（２）⽬的 
以上のような背景を受けて、『五所川原市立地適正化計画』は都市機能や居住の適正な

立地を促進することで、「コンパクトなまちづくり」の構築を進め、人口減少が進むなか

でも望ましい人口密度や生活を支える様々なサービスが維持された、住みやすい･住み続

けられるまちづくりを推進していくことを目的とするものです。 

 

 

 

 

 

  

※1【アクセス】ある場所に到達すること、交通の便。 

※2【都市機能】立地適正化計画では、商業･医療･福祉･教育･文化など、生活を支える様々なサービスを提供す

る機能･施設などを総称して「都市機能」としている。 
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２．五所川原市の都市の現状 
2-1 ⼈⼝の推移と分布状況 
（１）⼈⼝の推移 

五所川原市の人口は昭和 35（1960）年をピークとしてその後は横ばい傾向が続い

ていましたが、昭和 55（1980）年以降は一貫して減少しています。 

また、国立社会保障･人口問題研究所の推計では、平成 52（2040）年までに平成

27（2015）年と比較して総人口が約 35％減少する予測となっており、特に年少人口

（15 歳未満）や生産年齢人口（15～64 歳）は平成 27 年から平成 52 年までで半分

以下にまで減少することが予測されています。 

高齢者人口（65 歳以上）についても平成 42（2030）年以降は減少に転じる見込

みですが、減少の幅は大きくないため高齢化が進展し、平成 52 年には高齢化率が約

48％まで上昇する予測となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 五所川原市の⼈⼝の推移 
 

 

（２）⼈⼝の分布 
五所川原市の現状（平成 27 年）の人口分布を見ると、中心市街地周辺や新宮･松島･

富士見･千鳥･広田といった公営住宅が立地するエリアへの集積が目立ちます。 

ただし、平成 17（2005）年から平成 27 年までの 10 年間の人口増減を見ると、

上記のような従来の人口集積エリアでは人口減少が進展する一方で、はるにれ団地や稲

実地区（用途地域※7 外）付近の人口が増加してきており、新たな人口集積が形成されつ

つあります。 
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1960
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0～14歳人口 15～64歳人口 65歳以上人口 年齢不詳 0～14歳割合 15～64歳割合 65歳以上割合

（人）

※下線の数値は総人口

推計値 実績値 

資料：S45～H27 国勢調査、H32～H52 国立社会保障･人口問題研究所（H27 国勢調査に基づく推計値）

※7【用途地域】都市計画法により、都市の環境保全や利便の増進のために、地域における建物の用途に一定の

制限を行う地域で、都市計画法の地域地区の基本となるもの。 
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（２）都市計画の概況 
五所川原都市計画区域：12,336ha（p.5 参照）のうち、用途地域面積は 735.0ha と

なっており、住居系の用途が約 77％を占めています。 

また、JR 五能線の東側を中心に、用途地域面積の約 18％にあたる 129.7ha で土地

区画整理事業※9 が施行済みとなっており、良好な都市基盤が整備されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 都市計画の概況 
資料：五所川原市資料

※9【土地区画整理事業】都市計画区域内の土地について、土地区画整理法に基づいて、道路･公園･河川などの

公共施設を整備･改善し、土地の区画を整え宅地の利用の増進を図る事業。 

用途地域 面積(ha)

第一種低層住居専用地域 308.0

第二種低層住居専用地域 10.0

第一種中高層住居専用地域 63.0

第二種中高層住居専用地域 67.0

第一種住居地域 73.0

第二種住居地域 46.0

近隣商業地域 50.0

商業地域 38.0

準工業地域 19.0

工業専用地域 61.0

計 735.0

【住居系用途地域】

567.0ha 77.1％

【商業系用途地域】

88.0ha 12.0％

【工業系用途地域】

80.0ha 10.9％
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2-3 都市交通の状況 
（１）公共交通の状況 

五所川原市内では鉄道（JR 五能線、津軽鉄道）、路線バス（弘南バス）などといった

公共交通が運行しており、運行頻度は高くないものの、五所川原駅周辺を中心とした面

的なネットワークが形成されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

図 五所川原市の公共交通の運⾏状況（平成 30 年度時点） 
 

市内の路線バス利用者は平成

25 年度以降増加傾向に転じて

いましたが、平成 29 年度から

は再び減少傾向を示しており、

財政負担額は平成 22 年からの

8年間で約2倍になっています。 
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円
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図 路線バスの利⽤者数と財政負担額の推移
資料：交通事業者資料

※交通事業者の自主運行路線は含まない。 

※利用者数は路線全体の合計、財政負担は五所川原市分 
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01
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南北に縦断す

形で放射状の

路線数 延長
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24 127

1,751 641

日現在

する形で国
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資料：五所川
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（km）

6.84 66.84
7.68 127.68
1.26 444.01

道 339

ークが形

川原市資料 

 

 

舗装率

4 100.0%
100.0%
69.2%
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2-4 経済活動の状況 
（１）産業別従業者数 

五所川原市の就業人口は約 2.6 万人（平成 27 年）であり、第 3 次産業の割合は約

6 割で、全国平均や県平均、県内主要都市を下回っています。一方で、第 1 次産業は

国・県平均よりも高く、農業が基幹産業の一つとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 産業別就業⼈⼝割合（平成 27 年） 
資料：国勢調査 

 

第 3 次産業は横ばい、第 1 次・第 2 次産業は減少傾向が続いていたものの、下げ止

まりの兆候が見られ、分類不能産業の就業人口増加により、総就業人口は微増に転じて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 産業別就業⼈⼝の推移 
資料：国勢調査
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（２）⼩売業の状況 
消費者の購買動向では、

周辺市町村からの流入が

多数である一方で、五所

川原市内から他市町村へ

の流出は顕著に少なく、

買物行動が概ね市内で完

結していることがうかが

えます。 

 

 

 

 

 

図 買物流動の状況 
資料：消費購買動向による商圏調査報告書（平成 18 年度） 

 

市内の小売業年間販売額の 2 割以上を「エルムの街ショッピングセンター」が占め

ており、一大商業拠点となっています。こうした拠点の存在が他市町村からの流入が多

いこと、他市町村への流出が

少ないことの大きな要因にな

っているものと推察され、五

所川原市の大きな“強み”の

一つになっています。 

 

 

図 市内⼩売業に対するエルムの街ショッピングセンターの占有率 
資料：商業統計（平成 26 年） 

 

一方で、中心市街地の商店街について

は、20 年間で販売額が 1/10 になるな

ど、顕著な衰退が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 
 

※大町商店街、本町商店街、中央通り商店街、布屋町

商店街の合計 

図 中⼼市街地商店街の年間販売額等の推移 
資料：商業統計
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３．市⺠･事業者等の意向把握 
計画の検討に向けて、市民の皆さんや、市内の事業者等を対象としたアンケート調査を

実施しました。以下ではその結果概要をお示しします。 

 

3-1 市⺠アンケート調査結果の概要 
 
 
 

 

（１）居住地に関する意識 
①居住地を考える際に重視すること 

居住地を考える際には、「災

害の危険性が低い」「日々の買

い物ができる店が近くにある」

「病院や診療所などが近くに

ある」「道路が整備され車が利

用しやすい」等を重視する傾

向が見られます。 

 

 

 

 

 

 
 

図 居住地を考える際に重視すること 
 

65 歳以上の高齢

者に着目すると、非

高齢者に比べて「公

共交通の便利が良い」

「まわりに人がたく

さん住んでいる」を

重視する傾向となっ

ています。 

 
 

 

 

図 居住地を考える際に重視すること（⾼齢者/⾮⾼齢者別）

25.1%

38.4%

36.3%

13.4%

16.8%

8.3%

31.1%

8.9%

18.4%

55.6%

34.0%

40.5%

38.5%

31.3%

32.2%

16.3%

39.3%

19.5%

33.6%

28.3%

21.9%

12.5%

16.3%

28.1%

27.3%

33.5%

19.7%

34.9%

32.4%

8.5%

12.2%

4.0%

4.3%

15.9%

12.6%

31.4%

4.3%

27.5%

10.0%

2.2%

2.5%

1.6%

1.4%

6.9%

6.5%

6.5%

1.7%

5.3%

2.2%

1.6%

4.3%

3.0%

3.1%

4.4%

4.6%

4.0%

3.9%

3.9%

3.4%

3.9%

公共交通の便利が良い

「日々の買い物」ができる店が近くにある

病院や診療所などが近くにある

幼稚園・保育園が近くにある

小学校・中学校が近くにある

体育館・図書館・公民館などが近くにある

道路が整備され車が利用しやすい

まわりに人がたくさん住んでいる

自然環境が良い

災害の危険性が低い

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非常に重要である 重要である どちらかといえば重要である

あまり重要ではない 全く重要ではない 不明

n=768

80.1%

74.9%

76.5%

67.7%

64.9%

57.0%

39.0%

35.9%

39.4%

29.9%

85.6%

80.8%

74.0%

71.7%

56.1%

49.5%

54.0%

49.1%

22.9%

22.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

災害の危険性が低い

「日々の買い物」ができる店が近くにある

病院や診療所などが近くにある

道路が整備され車が利用しやすい

公共交通の便利が良い

自然環境が良い

小学校・中学校が近くにある

幼稚園・保育園が近くにある

まわりに人がたくさん住んでいる

体育館・図書館・公民館などが近くにある

高齢者(n=251)

非高齢者(n=515)

※「重要である」「非常に重要である」の回答割合の合計
※全体（合計）の回答割合が高い順に並べ替え

■市民アンケート調査の概要 
調査方法 ：郵送配布･回収 
調査対象 ：20 歳以上の市民から無作為抽出（2,000 票） 
サンプル数：768 票（回収率 38.4％） 
調査時期 ：平成 29 年 9 月 6 日～19 日 
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②住んでいる場所と住みたい場所 

現在、「郊外の田園地域または山間部など」「郊外の住宅地」に住んでいる回答者があ

わせて半数近くを占める一方で、住みたい場所ではあわせて 2 割程度となっています。 

一方で、「生活が便利なまちの中心部」については、現在住んでいる場所としては約

13％にとどまりますが、住みたい場所としては 3 割以上が回答しています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 住んでいる場所と住みたい場所 
 

現在、「生活が便利なまちの中心部」や「まちの中心部の周辺部」に住んでいる回答

者の大半は、住みたい場所としても現在の場所と一致する回答をしています。 

一方で、現在それ以外の場所に住んでいる回答者については、現在住んでいる場所と

一致する回答は 3 割前後にとどまり、いずれも 6 割前後が「生活が便利なまちの中心

部」または「まちの中心部の周辺部」に住みたいと回答しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 住みたい場所（現在住んでいる場所別）  
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部など
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20.7%

その他

15

2.0%
不明
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まちの中心部
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31.5%

まちの中心部

の周辺部
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41.3%

郊外の住宅地

101

13.2%

郊外の田園地

域または山間

部など

63

8.2%

その他

27

3.5%

不明
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23.1%

27.3%
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40.0%

31.5%
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41.3%
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33.3%
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26.7%

3.5%

2.9%

0.4%

1.9%

6.7%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活が便利なまちの中

心部(n=102)

まちの中心部の周辺部

(n=273)

郊外の住宅地(n=198)

郊外の田園地域または

山間部など(n=159)

その他(n=15)

合計(n=768)

生活が便利なまちの中心部 まちの中心部の周辺部

郊外の住宅地 郊外の田園地域または山間部など

その他 不明

※赤枠は住んでいる場所と住みたい場所が一致している回答

住んでいる場所 住みたい場所 
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（２）まちづくりに対する意識 
①コンパクトなまちづくり等の必要性 

今後の五所川原市における「コンパクトなまちづくり」の必要性については、7 割以

上が「必要である」「どちらかといえば必要である」と回答しています。 

また、「一定の人口集積を図っていく区域」についても 7 割程度、「さまざまな施設

の集積を図っていく区域」は 8 割が「必要である」「どちらかといえば必要である」と

回答しており、コンパクトなまちづくりへのニーズが高い状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 コンパクトなまちづくり等の必要性 
 

特に高齢者では、「コンパクトなまちづくり」が「必要である」の回答割合が顕著に

高くなっている一方で、中学生以下の子どもがいる子育て世代では、「あまり必要ない」

の回答割合が約 3 割となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 コンパクトなまちづくりの必要性 
（⾼齢者/⾮⾼齢者、⼦育て世代/⾮⼦育て世代別） 
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コンパクトなまちづくり

一定の人口の集積を図っていく区域

さまざまな施設の集積を図っていく区域
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必要である どちらかと言えば必要である あまり必要ない 全く必要ない 不明
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41.4%

29.9%

33.6%

34.3%

41.0%
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19.1%
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5.0%
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6.0%
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4.2%
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高齢者(n=251)

非高齢者(n=515)

合計(n=768)

25.2%

35.5%

33.6%

37.4%

39.6%

38.8%

29.0%

16.6%

19.1%

4.5%

4.2%

4.3%

3.9%

4.2%

4.2%

子育て世代(n=155)

非子育て世代(n=598)

合計(n=768)

必要である どちらかと言えば必要である

あまり必要ない 全く必要ない

不明
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②一定の人口集積を図っていく区域を設定する場所 

「一定の人口集積を

図っていく区域」を設定

する場所としては、「買

い物ができるところが

近くにある場所」「病院

や診療所が近い場所」な

どの回答割合が高くな

っており、周辺で一定程

度の生活サービスが受

けられる居住環境が求

められています。 
 

 

 

 

 

図 ⼀定の⼈⼝集積を図っていく区域を設定する場所 
 

③さまざまな施設の集積を図っていく区域を設定する場所 

「さまざまな施設の

集積を図っていく区域」

を設定する場所として

は、「市内各所から公共

交通でも行きやすい場

所」「道路が整備され車

が利用しやすい場所」に

対する回答が突出して

おり、アクセスの利便性

が高い場所に区域を設

定することが求められ

ています。 

 

図 さまざまな施設の集積を図っていく区域を設定する場所 
 

  

65.9%

57.2%

32.7%

23.3%

19.3%

16.7%

12.1%

3.5%

3.0%

市内各所から公共交通でも行きやすい場所

道路が整備され車が利用しやすい場所

市役所や鉄道駅などがあり、市の中心となっ

ている場所

既にいろいろな施設が立地している場所

昔から商店などの集積が見られる場所（商店

街等）

今は何も無く、新たに広い土地が確保できる

場所

いま現在、人がたくさん住んでいる場所

その他

不明

0% 20% 40% 60% 80%

n=768

67.2%

60.2%

56.3%

52.1%

45.6%

31.1%

25.9%

23.3%

12.0%

9.4%

4.7%

2.2%

買い物できるところが近くにある場所

病院や診療所が近い場所

公共交通の便利が良い場所

災害の危険性が低い場所

道路が整備され車が利用しやすい場所

小学校や中学校が近い場所

自然環境が良い場所

幼稚園や保育所が近い場所

体育館･図書館･公民館などが近い場所

いま現在、人がたくさん住んでいる場所

その他

不明

0% 20% 40% 60% 80%

n=768
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22.2%

100.0%

50.0%

37.5%

50.0%

41.2%

42.1%

33.3%

50.0%

33.3%

60.0%

66.7%

41.2%

20.0%

36.9%

55.6%

50.0%

50.0%

41.2%

36.8%

53.3%

16.7%

66.7%

66.7%

40.0%

100.0%

33.3%

44.1%

40.0%

42.9%

22.2%

12.5%

50.0%

11.8%

15.8%

13.3%

33.3%

33.3%

14.7%

33.3%

17.9%

5.9%

5.3%

6.7%

2.4%

大規模小売店(n=9)

スーパーマーケット(n=1)

コンビニエンスストア(n=6)

商業施設計(n=16)

病院(n=2)

一般診療所(n=17)

医療施設計(n=19)

通所介護(n=15)

地域密着型通所介護(n=6)

通所リハビリテーション(n=3)

認知症対応型通所介護(n=3)

短期入所生活介護(n=5)

短期入所療養介護(n=2)

小規模多機能型居宅介護(n=3)

福祉施設計(n=34)

子育て支援施設(n=15)

合計(n=84)

商
業
施
設

医
療

施
設

介
護
福
祉
施
設

0% 20% 40% 60% 80% 100%

必要である どちらかといえば必要である あまり必要ない 全く必要ない 不明

3-2 事業者等アンケート調査結果の概要 
 
 
 
 
（１）施設の⽴地条件 

○施設の運営を考える上で、施設周辺に人口がある程度集積している重要性 

特に商業施設や子育て支援施

設では、多くの施設が運営を考

える上で周辺に人口がある程度

集積していることが「非常に重

要である」もしくは「重要であ

る」と回答しており、人口の集

積が施設立地を考える上で重要

な条件になっています。 

 

 

 

 

 
 

図 施設周辺への⼈⼝集積の必要性 
 

（２）まちづくりに対する意識 
①コンパクトなまちづくりの必要性 

「コンパクトなまちづくり」

を進めていくことに対しては、

全体の 8 割以上が「必要であ

る」「どちらかといえば必要で

ある」と回答しています。 

一部の施設では、「あまり必

要ない」という回答は見られま

すが、「全く必要ない」という

回答は皆無となっています。 

 

 

 

 

 

図 コンパクトなまちづくりの必要性 
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32.1%
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41.2%

47.4%
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29.4%
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16.7%
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20.6%
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19.0%

11.8%

10.5%
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66.7%

20.0%
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33.3%
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10.7%
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2.9%
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スーパーマーケット(n=1)

コンビニエンスストア(n=6)

商業施設計(n=16)

病院(n=2)

一般診療所(n=17)

医療施設計(n=19)

通所介護(n=15)

地域密着型通所介護(n=6)

通所リハビリテーション(n=3)

認知症対応型通所介護(n=3)

短期入所生活介護(n=5)

短期入所療養介護(n=2)

小規模多機能型居宅介護(n=3)

福祉施設計(n=34)

子育て支援施設(n=15)

合計(n=84)

商
業
施

設
医
療
施

設
介

護
福
祉

施
設

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非常に重要である 重要である どちらかといえば重要である

あまり重要ではない 全く重要ではない 不明

■事業者等アンケート調査の概要 
調査方法 ：郵送配布･回収 
調査対象 ：五所川原市内に立地する商業施設、医療施設、介護福祉施設（通所系）、子育て支援

施設：計 159 施設 
サンプル数：84 票（回収率 52.8％） 
調査時期 ：平成 29 年 9 月 5 日～25 日 
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②一定の人口集積を図っていく区域の必要性 

「一定の人口集積を図

っていく区域」を設定す

ることに対しては、全体

の 3/4 程度は「必要であ

る」「どちらかといえば必

要である」と回答してい

ます。 

特にスーパーマーケッ

トやコンビニエンススト

アでは、「必要である」と

いう回答の割合が高くな

っています。 

 

 

 

 

図 ⼀定の⼈⼝集積を図っていく区域の必要性 
 

③さまざまな施設の集積を図っていく区域の必要性 

「さまざまな施設の集

積を図っていく区域」を

設定することに対しては

全体の 3/4 程度は「必要

である」「どちらかといえ

ば必要である」と回答し

ています。 

また、特にスーパーマ

ーケットやコンビニエン

スストアでは、「必要であ

る」の回答割合が高くな

っています。 

 

 

 

 

図 さまざまな施設の集積を図っていく区域の必要性 
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市では今後、
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す。現状では
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高齢化が進ん
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づくりの
者等の意向な

くりを進めて

速に減少して

～64 歳人口

の生活を支え

に様々な生活

設利用者も減

性があります

住んでいた中

む人の割合が

加えて、当

め、このよう

街地外縁部な

のと考えられ

成が大きく変

いきます。例

要が増加して

ていく可能性

じてサービス

ビスを提供し

もない提供さ

続的･効率的

成の大きな

の課題 
などを踏まえ

ていく必要が

ていく予測

口）は 20 年

えるために必

活サービス施

減少し、現状

す。 
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当面は中心市

うなエリアで

などでの高

れます。 
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住宅周辺など

が集積する場
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合、時間の経

難になってい

”量“が減少

まちづくりを

ちづくりが

は今後、

。 

人口（15

見込みで

”も減少

いますが、

のまま維

どの人口

場所が変

周辺など

歳以上人

なるなど、

るサービ

ービスは、

には市街

経過とと

いくこと

少してい

を進めて

が必要
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生

通

重
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市
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市

等

用

暮
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今後の五所

齢者に配慮し

高齢者では

生活サービス

通の利便性を

重要になって

一方で、子

タイルに対す

いくことが懸

多くの生活

市街地内であ

なり、自家用

また、市街地

を維持･管理す

五所川原市

土地区画整理

市内各所から

等が、エルム

こうしたこ

用し、将来的

暮らし続けら

多様な世

所川原市の人

したまちづく

は「まちの中

スを享受でき

を重視する傾

てくるものと

子育て世代な

する志向が根

懸念されます

活サービスは

あっても居住

車を利用し

地の拡散に

するための

市の市街地に

理事業などに

ら公共交通で

ムの街ショッ

ことから、既

的に総人口の

られるまちづ

 

世代が暮ら

人口動向等を

くりを考えて

中心部」への

きる環境が求

傾向も見られ

と考えられま

などの若い世

根強く、この

す。 

は周辺に一定

住地周辺の基

しないと生活

ともない、道

コストが増

においては、

により計画的

でのアクセス

ッピングセン

既存の良好な

の半数近くを

づくりを進め

しやすい･
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を踏まえると

ていく必要が

の居住ニーズ

求められてい

れ、自家用車

ます。 

世代を中心に

のままでは市

定の人口集積

基本的な生

活しにくい居

道路や上下水

大していく

JR 五能線

的に良好な都

ス利便性が比

ンター周辺に

な都市基盤や

を占める高齢

めていく必要

･暮らし続

と、将来的に

があります。

ズが比較的高

います。また

車に頼りすぎ

に、自家用車

市街地がさら

積があるこ

活サービス

居住環境が広

水道などのい

ことも懸念

線の東側など

都市基盤の整

比較的高い中

には商業機能

や、多様な都

齢者も含めた

要があります

けられるま

には市民の半

。 

高く、居住地

た、居住地を

ぎずに生活で

車利用･郊外

らに拡散し、

とで成り立

スを維持して

広がっていく

いわゆる都

念されます。

どを中心に、

整備を実施

中心市街地

能等が集積

都市機能の集

た多様な世

す。 

まちづくりが

半数近くを占

地周辺で一定

を考える際に

できる環境の

外居住型のラ

、低密度化が

っているこ

ていくことが

く可能性があ

市基盤（イン

 

まとまった

してきまし

には医療･行

しています

集積などを有

代が暮らし

が必要 

占める高

定程度の

に公共交

の形成が

ライフス

が進んで

ことから、

が困難に

あります。

ンフラ）

た範囲で

た。また、

行政機能

。 

有効に活

しやすい･




